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あらまし  デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進は，Society5.0 の実現に向けた重要な課題である．

日本企業の DX 推進は，多くの企業が未着手や一部門での実施にとどまっている．どうすれば DX になるのか，DX

の進め方が分からないという企業が多い．DX 推進の PDCA（Plan-Do-Check-Action）には，まず状況を調査・分析

して自社に適した取組みを計画し実行して評価することが必要であるが，費用や時間などコストの観点から，多く

の企業にとって，タイムリーかつ迅速に客観的なベンチマークや評価を行うことは容易ではない．各企業に DX 活

動に関する客観的なベンチマーク・評価手段を提供できれば， DX 活動を推進するための有効なツールとなる．我々

は，各企業の DX 活動を支援するため，優良事例を学習データとして自動的に企業の DX 活動を評価し，各企業へ

サービス提供することを目指している．そのため専門家による評価項目を 5W1H の質問応答の形式でモデル化し，

Web データに基づく質問応答システムを用いて企業の DX 活動を自動的に分析・評価するシステム WISDOM-DX を

開発した．WISDOM-DX は，企業の DX 活動に関して，質問応答結果をもとにスコアリングし DX の取組みを評価

する．WISDOM-DX が Web データに基づき企業の DX 活動を自動的に分析・評価するので，手間や費用などのコス

トをかけずに，評価結果を迅速に得ることができる．WISDOM-DX による評価の妥当性を検証するため，東京証券

取引所の上場企業 3371 社をランキングして，人手による 3 種類の評価において高評価の企業に着目し一致率を検

証した．その結果，1）DX 銘柄 2021 の応募企業 464社では着目企業 48 社中 37 社の 77.1%，2）大手調査会社によ

る調査企業 153 社については着目企業 27 社中 18 社の 66.7%，3）DX 推進指標提出 389 社については着目企業 24 社

中 19 社の 79.2%が，WISDOM-DX 上位 10%と一致した．また，WISDOM-DX 上位 10%の企業の 9 割は，DX 活動

に関して官公庁や業界団体や出版社などから受賞や認定など実績があることが確認された．一致しなかった主な要

因として，質問応答システムの回答量不足，評価対象期間の制御，他社連携・支援活動の識別に関する課題がある

ことが分かった．今後，これらの課題を解決しサービス提供にむけて改善を図っていく． 
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1. はじめに  

我が国は，Society5.0 の実現に向けてデータ利活用

とデジタル・ガバメントの観点から社会全体のデジタ

ル化に取り組んでいる [1,2]．近年，COVID-19 により，

社会経済活動全般のデジタルトランスフォーメーショ

ン (DX)が，我が国にとって喫緊の課題であることが鮮

明になった．DX は「企業がビジネス環境の激しい変化

に対応し，データとデジタル技術を活用して，顧客や

社会のニーズを基に，製品やサービス，ビジネスモデ

ルを変革するとともに，業務そのものや，組織，プロ

セス，企業文化・風土を変革し，競争上の優位性を確

立すること」と定義されている [3]．DX は，経営と IT

に関する変革である．企業は，COVID-19 の影響によ

り事業継続の危機にさらされ，テレワークなど社内の

IT インフラや就業に関するルールを迅速かつ柔軟に

変更し環境変化に対応できた企業と，対応できなかっ

た企業の差が拡大している . 2021 年に DX 推進指標 [3]

の自己診断結果を提出した約 400 社のうち  8 割以上の

企業が  DX に未着手または一部での実施に留まって

いる [4]．自己診断を行わず DX を意識していない企業

も多数存在することが危惧される．そのような企業は，

どうすれば DX になるのか，DX の進め方が分からな

いという状況である [5]．DX 推進の PDCA（Plan-Do-

Check-Action）には，まず状況を調査・分析して自分た

ちの組織に適した取組みを計画し実行して評価するこ

とが必要であるが，各企業にとって DX に関する客観

的な調査・分析や評価は容易ではない．DX の調査・分

析や評価として，調査会社や公的機関が毎年のように

優良企業や事例などを発表しているが，これらは，専

門家がアンケートやヒアリングなどを実施し評価した

ものである．例えば，経済産業省による DX 銘柄 2021

の場合，464 社が応募のアンケートを提出し，専門家

が DX 銘柄 28 社と注目企業 20 社の合計 48 社を優良

企業として選定した [6]．このように優良企業に選定さ

れた企業は，第三者による客観的な調査結果として，

自社の評価や相対的な位置を知ることができるが，多



 

 

くの企業はその対象とならない．調査会社に依頼すれ

ば，自社評価や他社とのベンチマークなど可能である

が，費用や時間などコストが大きい．その結果，多く

の企業にとって，タイムリーかつ迅速に他社と客観的

なベンチマークや評価を行うことは容易ではない．各

企業に DX 活動に関する客観的なベンチマーク・評価

手段が提供できれば， DX 活動を推進するための有効

なツールとなる．我々は，各企業の DX 活動を支援す

るため，優良事例を学習データとして専門家など人手

に頼らずに自動的に企業の DX 活動を評価するシステ

ムを実現し各企業へサービスとして提供可能か検討し

ている [7]．そのため専門家によって DX 優良企業と選

定された企業を調査し，優良企業の共通の特徴として，

経営や IT に関する活動についてコミットして多くの

情報を発信していること，新聞や雑誌など Web 上に多

くの情報が掲載されていること，活動内容に共通性・

類型性があることが分かった [7]．企業の DX に関する

活動は，これらの特徴に着目して Web 情報と優良事例

の学習データを用いれば，自動的に評価できる可能性

がある．そこで，DX 銘柄 2021 応募企業 464 社につい

て，企業名とデジタルトランスフォーメーションとい

う 2 つのキーワードの AND 条件による単純な Web 検

索の件数上位 48 社と，評価セットとして DX 銘柄 2021

において優良企業として選定された 48 社を比較した．

その結果，11 社が一致して一致率は 23％であった．つ

まり 464 社から 48 社を推定する期待値 10.3%の 2 倍

以上の一致率であった [7]．Web 情報活用のフィージビ

リティは認められるが，一致しない原因として検索精

度と評価セットに課題があった．まず，単純な Web 検

索では，DX と無関係な情報が検索結果に多数含まれ

検索精度が低い．企業ごとにクエリを設定すれば検索

精度向上は可能だが，個別にクエリを設定しては公平

なベンチマークの基準とならない．Web 情報を精度よ

く検索可能な汎用的なクエリが求められる．また，評

価セットとして用いた DX 銘柄 2021 の優良企業は，業

種毎に選定数を制限するなど DX 活動以外の要素も考

慮され選定されている [6]．DX に関する優れた活動を

推進している企業が必ずしも選定されるわけではない．

そもそも DX 活動の評価データとして，企業リストと

DX 優良企業の標準的なセットが存在するわけではな

い．企業の DX 活動ベンチマークに関する情報要求は，

Taylor による人間の情報要求（ information need）レベ

ル [8]で言うと，調整済みの要求（compromised need：

要求を満たすために必要な情報の情報源が同定できる

具体化された状態）ではなく，形式化された要求

（ formalized need：具体的な言語表現で言語化できる

状態）に近いと考えられる．  

我々は，汎用的なクエリとして専門家による評価項

目を 5W1H の質問文の形式でモデル化し，Web データ

に基づく質問応答システムを用いて企業の DX 活動を

自動的に分析・評価するシステム，WISDOM-DX を開

発した [7]．また，評価セットとして DX 銘柄 2021 以

外に 2 種類の評価セットを用意し，大規模かつ複合的

に WISDOM-DX の妥当性を検証する．大規模に検証す

るため，東京証券取引所上場企業 3371 社を WISDOM-

DX を用いてランキングし上位 10％の企業を抽出する．

複合的に検証するため，専門家による評価セットとし

て大手調査会社による評価結果を追加し，企業の自己

評価セットとして DX 推進指標 [3,4]の評価値の高い企

業を抽出する．2 種類の専門家評価と企業の自己評価

の計 3 種類の評価セットにおいて高く評価された企業

と WISDOM-DX による上位 10％の企業を比較して妥

当性を検証する．  

本論文の 2 章では DX に関する調査として専門家に

よる評価と自己評価による調査についてどのような活

動が行われているかを述べる．3 章では WISDOM-DX

による企業の DX 活動評価として，WISDOM-DX の処

理と DX 活動評価サービスの概要について説明する．

4 章では，評価実験として，東京証券取引所上場企業

3371 社をランキングして，DX 銘柄 2021 選定企業と大

手調査会社によって高く評価された企業および DX 推

進指標による自己評価の高い企業に着目し，WISDOM-

DX による上位 10％の企業との一致率やランキングの

中でどのように分布するかを報告する．5 章では，実

験結果について考察し今後の課題について述べる．  

2. DX に関する調査  

2.1 専門家による調査  

近年，DX に関して進展状況の分析や助成事業の採

択審査のため，民間調査会社 [9,10,11]，業界団体

[12,13,14]，地方自治体 [15,16]，行政機関 [6,17]など多数

の組織によって調査が実施されている．調査の対象は，

民間企業，自治体や官公庁など公的機関，各種団体な

ど様々であるが，アンケートやヒアリングの結果や提

案書などをもとに有識者など専門家が分析・評価する

ことが一般的である．前述した DX 銘柄 2021 の場合，

東京証券取引所の国内上場会社約 3,800 社に対して，

「経営ビジョン・ビジネスモデル」「戦略」「戦略実現

のための組織・制度等」「戦略実現のためのデジタル技

術の活用・情報システム」「成果と重要な成果指標の共

有」「ガバナンス」の 6 項目に関するアンケート調査を

実施して，評価委員が選定している [7]．DX 銘柄とは，

企業価値の向上につながる DX を推進するための仕組

みを社内に構築し，優れたデジタル活用の実績が表れ

ている企業に与えられる称号であり，DX 銘柄に選定

された企業は，単に優れた情報システムの導入，デー

タの利活用にとどまらず，デジタル技術を前提とした



 

 

ビジネスモデルと経営の変革にチャレンジし続けてい

ると評価された企業である．DX 銘柄 2021 の場合，応

募企業 464 社のアンケート内容と各企業の 3 年平均

ROE（自己資本利益率）が，専門家で構成される評価

委員会において評価され，DX 銘柄 2021（28 社）と DX

銘柄に準ずる注目企業 2021（20 社）が選定された [7]．

選定企業の優良な取組みが他の企業における DX 活動

の参考となることが期待されている．優れた DX の取

組みを共有することが，日本企業全体の DX の底上げ

に寄与すると思われる．  

2.2 自己診断による調査  

各企業が DX 推進の課題を自己診断する指標として

DX 推進指標が利用されている [3,4]．この指標は，各企

業が簡易な自己診断を行うことを可能とするものであ

り，経営幹部や事業部門，DX 部門， IT 部門などの関

係者の間で現状や課題に対する認識を共有し，次のア

クションにつなげる気付きの機会を提供することを目

的としている．各企業が他社と比較することによって

自社の状況を把握できるように，自己診断結果と全体

データとの比較などベンチマーク可能である，具体的

には，DX 推進のための経営の仕組みや，DX を実現す

る上で基盤となる IT システムの構築について，35 項

目の定性指標から構成され，それぞれの成熟度をレベ

ル 0 からレベル 5 までの 6 段階で評価する．成熟度の

大まかな目安は，レベル 0「未着手」，レベル 1「一部

での散発的実施」，レベル 2「一部での戦略的実施」，

レベル 3「全社戦略に基づく部門横断的推進」，レベル

4「全社戦略に基づく持続的実施」，レベル 5「グロー

バル市場におけるデジタル企業」というものである．

2021 年 12 月時点の調査では，全企業における成熟度

の平均値は 1.95 で，2020 年の 1.60 から 0.35 ポイント

の微増となった．DX 推進指標では，成熟度の平均値が

3 以上の企業を「先行企業」としており，この調査で

は 486 社中 86 社（17.7%）が該当した．レベル 3 未満

の企業は 400 社あり，全社戦略に基づいて部門横断的

に DX を推進できるレベルに達していない企業が 8 割

以上存在している．DX 未着手の企業も 2 割を占めて

いる [4]．レベル 3 未満の企業にとって先行企業の活動

が参考になるだけでなく，先行企業にとってもレベル

の高い企業，特に上位 10%の企業の活動は，DX 推進

を加速する有効な情報となる．ただし，DX 推進指標

は，あくまで自己診断結果であり，専門家による調査

結果と明確な相関関係が確認されているわけではない．

DX 推進指標は，企業の DX 活動を自己診断するツー

ルとして有効であるが，第三者的視点からの評価を組

み合わせることにより，より有効性の高いベンチマー

クが可能となり，DX 推進の PDCA を効果的に実行す

ることが期待される．  

 

図  1 WISDOM-DX システム構成  

 

図  2 企業リストの例  

 

図 3 質問展開テーブルの例  

 

図 4 ドメイン辞書の例  

 

図  5 質問タイプ１の回答集合例  
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質問タイプ 企業リスト

1,2,3,4,5,6 <sub> ⇐ A社

1,2,3,4,5,6 <sub> ⇐ B社

質問
タイプ

質問展開テーブル

1 <sub>はどのように<obj>を<pred>か

2 <sub>はどこで<obj>を<pred>か

3 <sub>は誰が<obj>を<pred>か

4 <sub>は<obj>で何を<pred>か

5 <sub>はなぜ<obj>を<pred>か

6 <sub>はいつ<obj>を<pred>か

質問タイプ ドメイン辞書

1,2,3,4,5,6 <obj>⇐ デジタルトランスフォーメーション

1,2,3,4,5,6 <pred> ⇐ 達成した

質問
タイプ

回答パッセージ 尤度 回答の
URL

1 全社を対象にした「技術革新中長期ビ
ジョン」の策定をきっかけに、部署横断
型のプロジェクトチームを１７年秋に立
ち上げ、生産プロセスの各段階で改革
を進めた

0.679 https://w

ww.lnews

.jp/2021/

06/・・・.ht

ml

1 Ａxxxを導入し、「外部支出コストの削
減」「社内業務の効率化」「コンプライ
アンス違反防止」などを進めていくこと
で、デジタルトランスフォーメーションを
加速させる

0.546 https://it.i

mpress.c

o.jp/articl

es/-/xxx



 

 

3. WISDOM-DX による企業の DX 活動評価  

3.1 WISDOM-DX の処理概要  

WISDOM-DX のシステム構成を図 1 に示す [7]．  

5W1H 質問生成は，入力された企業リストの各企業

に対し，ドメイン辞書のキーワードと質問展開テーブ

ルを用いて，企業の DX 活動の 5W1H に関する 6 つの

質問タイプの質問文（クエリ）を生成する．企業リス

トの例を図 2 に示す．図 2 の例は，質問展開テーブル

の質問タイプ 1 から質問タイプ 6 までのテンプレート

の<sub>のスロットに「A 社」，「B 社」を入力すること

を示している．質問展開テーブルの例を図 3 に示す．

図 3 の例では，質問タイプ 1 のテンプレートとして

「<sub>はどのように<obj>を<pred>か」が記述され，

以降，質問タイプ 2 から質問タイプ 6 までの質問テン

プレートが記述されている．ドメイン辞書の例を図 4

に示す．図 4 の例では，質問タイプ 1 から質問タイプ

6 のテンプレートの<obj>のスロットに「デジタルトラ

ンスフォーメーション」を，<pred>のスロットには「達

成した」を入力することを示している．5W1H 質問生

成は，企業リストとドメイン辞書の記述から質問展開

テーブルのスロットを埋め，質問タイプ 1 として「A

社はどのようにデジタルトランスフォーメーションを

達成したか」というクエリを生成する．同様の手順に

より，質問タイプ 2 として「A 社はどこでデジタルト

ランスフォーメーションを達成したか」，質問タイプ 3

として「A 社は誰がデジタルトランスフォーメーショ

ンを達成したか」，質問タイプ 4 として「A 社はデジタ

ルトランスフォーメーションで何を達成したか」，質問

タイプ 5 として「A 社はなぜデジタルトランスフォー

メーションを達成したか」，質問タイプ 6 として「A 社

はいつデジタルトランスフォーメーション達成したか」

をクエリとする質問リストを生成する．  

回答集合生成は，質問リストのクエリを質問応答シ

ステム WISDOM X[18,19]に入力し，Web データ 60 億

ページからクエリに対する回答パッセージ，回答パッ

セージの確からしさを示す尤度，回答の元となった

Web 情報の URL の 3 つ組を回答トリプレットとして

受け取って回答集合を生成する [7]．回答集合は，質問

タイプごとに生成されるので 1 社につき 6 セットとな

る．質問タイプ 1 のクエリに対する回答集合の例を図

5 に示す．  

スコアリングは，回答集合から，「回答量」，「類似度」，

「尤度」に基づいてスコアを計算する．回答量は，回

答パッセージ数であり図 5 の例では 2 となる．類似度

は，回答パッセージと DX 優良事例とのテキスト間の

類似度である．DX 優良事例は，過去の DX 銘柄や注目

企業 [6]として公開された取組みの紹介記事からテキ

ストデータを抽出したものである．類似度は，テキス

ト間の共通の語彙，語彙の重要性，尤度を組み合わせ

た 8 つのスコア関数で算出される [7]．8 つのスコア関

数を 6 つの質問タイプに対する回答集合に適用し，マ

ルチクエリスコアアンサンブル法（MQSE） [7]によっ

て統合的なスコアを算出する．スコアリングの定式化

については次節で述べる．学習データは，質問タイプ

ごとに算出されたスコアを統合するパラメータの学習

に用いられるもので，各企業の過去年度の選定結果の

二値データである．タスク依存ルールは，業種毎ごと

の選定数の調整などランキングの目的によって規定さ

れるルールである．スコアリングは，タスク依存ルー

ルによってスコアを補正し，各社の最終的な統合スコ

アの順に入力リストに記載された企業をランキングし

て出力する．   

3.2 スコアリング  

WISDOM-DX では，回答量に基づくスコア関数

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑐𝑛𝑡，回答量と類似度に基づく 3 つのスコア関数

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚，𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑖𝑑𝑓，𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑡𝑓_𝑖𝑑𝑓，さらにこれらの 4

つのスコアに尤度を組み合わせた 4 つのスコア関数

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑐𝑛𝑡_𝑝，𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑝，𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑖𝑑𝑓_𝑝，𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑡𝑓_𝑖𝑑𝑓_𝑝の計

8 つのスコア関数を定式化した．  

回答集合を𝑫，質問タイプ 𝑡に属する回答集合を𝑫𝑡，

さらに𝑫𝑡  の要素である回答トリプレットを𝑑𝑡  で表す．

回答トリプレット𝑑𝑡は，回答パッセージ，尤度，URL

を要素に持つ．このうち要素𝑑𝑡 のパッセージに含まれ

る単語集合の要素を𝑤𝑡 ∈ 𝑑𝑡 で表す．また，DX 優良事

例（テキストデータ）を𝑑ℎ，DX 優良事例𝑑ℎに含まれる

単語集合を {𝑤ℎ} で表す．尤度については，回答トリプ

レット𝑑𝑡 の尤度𝑝(𝑑𝑡)，回答量については，回答集合𝑫𝑡

に含まれる回答集合𝑑𝑡 の要素数とした．類似度につい

ては，回答集合𝑫𝑡に含まれるある単語𝑤𝑡と DX 優良事

例𝑑ℎに含まれる単語集合 {𝑤ℎ}の間に定義される次式の

ような語彙的類似度 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡, {𝑤ℎ}) を用いた．  

𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡, {𝑤ℎ}) = max
{𝑤ℎ}

𝒗(𝑤𝑡) ∙  𝒗(𝑤ℎ)

‖𝒗(𝑤𝑡)‖‖𝒗(𝑤ℎ)‖
 

ここで，  𝒗(𝑤𝑡) および  𝒗(𝑤ℎ) はそれぞれ，単語  𝑤𝑡 

および  𝑤ℎ の単語埋め込みベクトルを表す．上記の語

彙的類似度 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡, {𝑤ℎ})に加え，単語の重要度として

𝑖𝑑𝑓(𝑤𝑡)  や単語の出現頻度 𝑡𝑓(𝑤𝑡)  を考慮した類似度も

導入した．  

回答集合𝑫𝑡 に対するスコア関数𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒(𝑫𝑡) として，

回答量のみを用いて，次式のスコア関数を定式化した： 

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑐𝑛𝑡(𝑫𝑡) = ∑ 1

𝑑𝑡∈𝑫𝑡

 

回 答 量 と 類 似 度 の 観 点 か ら ， 語 彙 的 類 似 度

𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡, {𝑤ℎ})  のみを類似度の評価値として次式のよう

に定式化した：  



 

 

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚(𝑫𝑡 ,   {𝑤ℎ}) = ∑ ∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡 , {𝑤ℎ})

𝑤𝑡∈𝑑𝑡𝑑𝑡∈𝑫𝑡

 

類似度の評価に，語彙的類似度 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡, {𝑤ℎ})  を単語

の重要度 𝑖𝑑𝑓(𝑤𝑡)  で補正し次式のスコア関数を定式化

した：  

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑖𝑑𝑓(𝑫𝑡 ,   {𝑤ℎ}) = ∑ ∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡 , {𝑤ℎ}) ∙

𝑤𝑡∈𝑑𝑡𝑑𝑡∈𝑫𝑡

𝑖𝑑𝑓(𝑤𝑡) 

単語の出現頻度 𝑡𝑓(𝑤𝑡)も併用して，次式のスコア関

数を定式化した：  

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑡𝑓_𝑖𝑑𝑓(𝑫𝑡 ,   {𝑤ℎ})

= ∑ ∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡 , {𝑤ℎ}) ∙ 𝑡𝑓(𝑤𝑡) ∙

𝑤𝑡∈𝑑𝑡𝑑𝑡∈𝑫𝑡

𝑖𝑑𝑓(𝑤𝑡) 

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑐𝑛𝑡(𝑫𝑡)  において回答トリプレット 𝑑𝑡  の尤度

𝑝(𝑑𝑡)を考慮して，次式のスコア関数を定式化した：  

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑐𝑛𝑡_𝑝(𝑫𝑡) = ∑ 𝑝(𝑑𝑡)

𝑑𝑡∈𝑫𝑡

 

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚(𝑫𝑡 ,   {𝑤ℎ})  において回答トリプレット𝑑𝑡  の

尤度𝑝(𝑑𝑡)を考慮して次式のスコア関数を定式化した： 

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑝(𝑫𝑡 ,   {𝑤ℎ}) = ∑ ∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡 , {𝑤ℎ})

𝑤𝑡∈𝑑𝑡𝑑𝑡∈𝑫𝑡

∙ 𝑝(𝑑𝑡) 

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑖𝑑𝑓(𝑫𝑡 ,   {𝑤ℎ})  において回答トリプレット 𝑑𝑡 

の尤度𝑝(𝑑𝑡)を考慮して，次式のスコア関数を定式化し

た：  

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑖𝑑𝑓_𝑝(𝑫𝑡,   {𝑤ℎ})

= ∑ ∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡 , {𝑤ℎ}) ∙ 𝑖𝑑𝑓(𝑤𝑡)

𝑤𝑡∈𝑑𝑡𝑑𝑡∈𝑫𝑡

∙ 𝑝(𝑑𝑡) 

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑡𝑓_𝑖𝑑𝑓(𝑫𝑡 ,   {𝑤ℎ})  において回答トリプレット

𝑑𝑡 の尤度𝑝(𝑑𝑡)を考慮して，次式のスコア関数を定式化

した：  

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠𝑖𝑚_𝑡𝑓_𝑖𝑑𝑓_𝑝(𝑫𝑡,   {𝑤ℎ})

= ∑ ∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑤𝑡 , {𝑤ℎ}) ∙ 𝑡𝑓(𝑤𝑡) ∙ 𝑖𝑑𝑓(𝑤𝑡)

𝑤𝑡∈𝑑𝑡𝑑𝑡∈𝑫𝑡

∙ 𝑝(𝑑𝑡) 

 

以上の 8 つのスコア関数を 6 つの回答集合に適用し，

計 48 のスコアを結合して統合する方式として MQSE

（Multi Query Score Ensemble）を開発した [7]. 

MQSE は，統合スコアによる企業ランキングに関す

る評価尺度を目的関数として与え，これを最大化する

結合パラメータを探索する．具体的には，優良企業を

検 索 す る タ ス ク を 設 定 し AUPR （ Area Under the 

Precision-Recall Curve：Precision-Recall 曲線の曲線下

領域の面積）の最適化を以下の手順で行った [7]：  

Step 1: 各企業の 6 種類の回答集合𝑫𝑡に対し，8 種類

のスコア関数の値を求める．  

Step 2:  Step 1 で求められたスコアを，各質問タイプ

とスコア関数の組ごとに分け，各企業のスコアを下降

順 に ソ ー ト す る こ と に よ り ， 企 業 ラ ン キ ン グ  

𝑟𝑎𝑛𝑘(𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠(𝑫𝑡))  を求める．  

Step 3:企業ランキングから，回答集合𝑫に対して求

められた全ての質問タイプとスコア関数のランキング

から総合スコア𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑀𝑄𝑆𝐸を次式で求める．  

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑀𝑄𝑆𝐸(𝑫) = ∑
𝑐𝑠,�̂�

𝑟𝑎𝑛𝑘(𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠(𝑫𝑡))
{𝑠,𝑡}

 

ここで，{𝑠} は 8 種のスコア関数，{𝑡} は 6 種の質問

タイプ， 𝑟𝑎𝑛𝑘(𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠(𝑫𝑡))  は質問タイプ  𝑡  に関する回

答集合𝑫𝑡にスコア関数 𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠を適用して得られる企業

のスコア順の順位， 𝑐𝑠,�̂�  は結合係数を表す．  

Step4: 結合係数は，次式のように，ランキングの評

価尺度 AUPR を目的指標として直接最適化を行う．  

𝑐𝑠,�̂� = argmax
𝑐𝑠,𝑡

𝐴𝑈𝑃𝑅(𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑀𝑄𝑆𝐸(𝑫), 𝑦𝑡𝑟𝑢𝑒) 

ここで，𝑦𝑡𝑟𝑢𝑒 は，学習データ中の二値分類の教師ラ

ベルを表す．学習データとして，2015 年から 2020 年

までの DX 銘柄，DX 注目企業，攻めの IT 経営銘柄，

IT 経営注目企業を正例，それ以外の企業を負例とし，

グ リ ッ ド サ ー チ で 結 合 係 数 を 推 定 し て い る ．

𝐴𝑈𝑃𝑅(𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑀𝑄𝑆𝐸(𝑫), 𝑦𝑡𝑟𝑢𝑒)  は ， 引 数 の ス コ ア 関 数

𝑆𝑐𝑜𝑟𝑒𝑀𝑄𝑆𝐸(𝑫𝑡) によるランキング結果と，学習データ中

の二値分類の教師ラベル 𝑦𝑡𝑟𝑢𝑒  を用いて描かれる

Precision-Recall 曲線の AUPR とした．  

3.3 DX 活動評価サービスの概要  

DX 活動評価サービスは，Web サービスとして利用者

に提供することを検討している．Web 情報の扱いや管

理など今後解決すべき課題はあるが，図 6 に示すよう

なサービスを目標としている．利用者は，評価要求と

して自社や他社などベンチマークしたい企業のリスト

を DX 活動評価サーバにアップロードする．WISDOM-

DX は，アップロードされた企業リストを図 3 に示す

形式に変換し，Web 情報を用いて DX 活動を評価する．

その結果として，東京証券取引所の上場企業 3371 社

における自社や他社や同業種の企業について，横軸に

ランキング順位，縦線でその順位に存在する企業をプ

ロットし分布状況を提示する．また，個別にベンチマ

ークしたい企業について，評価スコアを質問ごとにレ

ーダーチャートの形で表示し，評価理由として図 6 に

示す回答パッセージと回答の元となる Web の URL を

ハイパーリンクして利用者に提示し確認可能とする．

将来的には，図 7 に示すように，WISDOM-DX の入出

力インタフェース（ IF）を公開して利用者が様々なア

プリケーション (AP)を構築して共有し，企業の DX を

支援する評価や分析のコミュニティを形成したいと考

える．そのために，今後 WISDOM-DX を中心に以下の

拡張を図る：  

1) 利用者の入力による評価の多視点化  

入力 IF としてドメイン辞書や質問展開テーブルに利



 

 

用者が評価したい項目や質問文を追加し，利用者の独

自の視点からの評価を可能とする．また，利用者が計

画している DX に関する取組みなどを記述し，回答集

合の形式に変換して評価することで，計画の段階で

DX 活動について分析・評価することができる．  

2) 出力結果を他の分析ツールと連携  

出力 IF を公開して要約やテキストマイニングと連携

可能とする．また，財務データ分析や他の分析ツール

とのクロス分析などを行い，DX 活動を多角的に分析

する．  

3) DX 評価・分析の AP の共有  

利用者が構築した AP および入出力 IF を AP カタログ

として共有し，用途に応じて様々な連携を可能とする．

DX 評価・分析のコミュニティを形成することによっ

て，DX 関係者の課題の共有や解決などにつなげる．  

4. 評価実験  

4.1 方法  

企業の DX 活動評価サービスとして提供するために

は最終的に利用者にとっての有効性や利便性を検証す

る必要がある．今回，まず評価の対象とする東京証券

取引所上場企業 3371 社に関する WISDOM-DX のラン

キング結果について評価する．1 章で述べたように，

DX 活動の評価データとして標準的な評価セットが存

在するわけではない．そこで，3371 社に含まれる企業

に関する評価セットとして，専門家による調査結果 2

種類，自己評価による結果 1 種類の合計 3 種類を準備

した．それぞれの調査において高く評価された企業を

着目企業として WISDOM-DX による 3371 社のランキ

ング中にどのように分布するかを検証する実験を行う．

特に各社がベンチマーク対象とする先行企業について

妥当性を検証するため，WISDOM-DX によるランキン

グ上位 10%の企業が評価セットの着目企業とどの程度

一致するかを評価する．実験で用いる 3 種類の評価セ

ットの対象企業，着目企業，評価者の一覧を表 1 に示

す．  

評価セット A は，2.1 節で述べた DX 銘柄 2021 に応

募した 464 社である．専門家によって DX 銘柄 2021 や

DX 注目企業 2021 に選定された 48 社を着目企業とし

て評価する．評価セット B は，DX 白書 2023[20]にお

いて大手調査会社により調査された 153 社である．専

門家によって，デジタイゼーションやデジタライゼー

ションではなくデジタルトランスフォーメーションを

推進していると評価された 27 社を着目企業として評

価する．デジタイゼーションとは，アナログ・物理デ

ータのデジタルデータ化であり，デジタライゼーショ

ンとは，個別の業務・製造プロセスのデジタル化であ

る．ともに DX の段階的な活動である [5]．評価セット

C は，2.2 節で述べた DX 推進指標の自己診断結果を提

出した企業 389 社である．自己評価による成熟度の平

均値の上位 10%の企業の中の 24 社を着目企業として

評価する．着目企業は，すべて学習データに含まれな

い企業である．評価セット A，B，C の着目企業の異な

り数の合計は 72 社，評価セット A，B，C すべてに存

在する着目企業は 5 社，評価セット A，B，C それぞれ

にのみ存在する着目企業は，評価セット A が 28 社，

評価セット B が 10 社，評価セット C が 12 社である． 

表 1 評価セット  

評価  

セット  

調査対象企業  

 

着目企業  評価者  

A DX 銘柄 2021  

応募 464 社  

選定企業  

48 社  

専門家  

B 大手調査会社調

査企業 153 社  

DX 企業  

27 社  

C 

 
DX 推進指標  

提出企業  

389 社  

自 己 評 価

上位企業  

24 社  

自己  

評価  

 

4.2 結果  

評価セット A,B,C の企業を含む 3371 社に関して，

WISDOM-DX による評価を実行した．それぞれの評価

セットの着目企業が WISDOM-DX ランキングの上位

10%の中に含まれる割合（一致率）を表 2 に示す．評

価セット A では着目企業 48 社中 37 社の 77.1%が，評

 

図 6 DX 活動評価サービス概要  

 

図 7 DX 評価・分析のコミュニティ  
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価セット B では着目企業 27 社中 18 社の 66.7%が，評

価セット C では着目企業 24 社中 19 社の 79.2%が，

WISDOM-DX 上位 10%と一致した．  

表 2 WISDOM-DX 上位 10%の企業との一致率  

評価セット  一致率  

A 77.1% (37/48) 

B 66.7% (18/27) 

C 79.2% (19/24) 

評価セット A,B,Cの着目企業が，3371社の WISDOM-

DX ランキング全体の中でどのように分布しているか

を図 8，図 9，図 10 にそれぞれ示す．横軸はランキン

グ順位，縦線は順位に存在する企業を示している．着

目企業の 80%から 88％が全体の上位 20%以内に分布

する結果となった .  

上位 10％企業の DX の取組み事例から，図 11 に示

す連携，人材，改善，事業展開の 4 種類の活動のプロ

セスが確認できた．例えば，製造業企業においては，

社外資源の活用・連携がきっかけとなることが多い．

各種団体や地域プロジェクトを利用した IoT やデジタ

ル化の取組みに参加して，他社と連携し販売・生産活

動を見える化して機会損失の抑制や売り上げ拡大につ

なげる活動である．次に，人材の登用・育成である．

責任者の明確化，組織強化と人材育成，外部からの人

材登用などの活動である．そして，生産活動の見える

化と改善である．生産工程の品質状況から不良原因を

追跡調査し，AI 活用による高品質化，生産設備の故障

予知，デジタル制御による品質改善や省力化などの活

動である．さらに自社のデジタル化・見える化活動の

事業展開である．環境や製造物の状態を見える化する

機能をもつ製品の開発 ,自動制御や遠隔操作など高精

度化を実現した製品の開発，製品間・製品－サービス

間連携による顧客向けソリューションの開発である．  

5. 考察  

着目企業の中で WISDOM-DX の上位 10%と一致しな

かった企業は，評価セット A,B,C において，それぞれ

11 社，9 社，5 社であり，異なり数で計 18 社であった．

着目企業が WISDOM-DX 上位 10%よりも下位となっ

た要因と着目企業以外の企業が WISDOM-DX の上位

10%となった要因を以下に記す：  

1) 着目企業が上位 10%よりも下位となった要因  

・質問応答システムの回答量不足  

質問応答システムの回答量が少ないため，総合的な評

価スコアが低くなり，ランキング上位とならなかった．

回答量が少ないのは，WISDOM-DX が生成したクエリ

によって Web 情報が十分に収集できなかったためで

ある．具体的には，企業の正式名称が長い場合や，統

合などで新名称に変更された場合，Web ページで省略

名や古い名称が使用されていて正式名称が含まれてい

ないことがある．その場合，WISDOM-DX では回答集

合を生成することができず，評価スコアが低い結果と

なった．ドメイン辞書に企業名の異表記や同義語の追

加登録によって Web 情報の増加を図って対応する．  

・評価対象期間の制御  

専門家による調査の場合，着目企業は，評価期間が年

度など一定期間内で高く評価された企業である．一方，

3371 社の WISDOM-DX によるランキングは，Web 上

に 2021 年 10 月までに収集したすべてのページを対象

として評価した．そのため，短期間の活動で評価され

た着目企業は，DX に関する発信情報が少なく，下位に

ランキングされる結果となった．特に評価セット B は，

DX の最近の取組みが評価された企業が多く，評価セ

ット A や評価セット C よりも一致率が低くなった．

WISDOM-DX の回答集合の URL の日時情報を制御し

て評価スコアに反映させることにより対象期間に応じ

た評価を可能とする．  

2) 着目企業以外の企業が上位 10%となった要因  

・DX 活動に関する実績  

WISDOM-DX 上位 10%の企業のうち 9 割の企業が，  

DX に関するなんらかの賞や認定を官公庁や業界団体

や出版社から得た実績があり，評価スコアが高いこと

が分かった．また，これらの企業は，図 11 に示すよう

に DX を推進するための有効な活動を行っていること

が確認された．今後，このような DX 活動内容を利用

者に参考事例として提供し，図 6 に示すサービスや図

7 に示すようなコミュニティの実現を図る．  

 

図 8 評価セット A に関する分布  

 

図 9 評価セット B に関する分布  

 

図 10 評価セット C に関する分布  

 

 

図 11 製造業の DX 活動事例  
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・他社連携・支援活動の識別  

上位 10%企業の 1 割ほどの企業が，DX に関する他社

との連携や他社の DX を支援する活動が評価されてい

た．その結果，必ずしも自社として主体的に DX 活動

を推進していない企業の評価スコアが高くなる結果と

なった．WISDOM-DX の回答パッセージの内容を解析

して自社活動と他社連携・支援活動を識別し，回答集

合からフィルタリングすることによって対応する．  

6. おわりに  

WISDOM-DX による評価の妥当性を検証するため，

東京証券取引所上場企業 3371 社をランキングし，人

手による評価において高く評価された企業に着目しど

のように分布するかを検証した．DX 銘柄 2021 の応募

企業 464 社では，着目企業 48 社中 37 社の 77.1%，大

手調査会社による調査企業 153 社については着目企業

27 社中 18 社の 66.7%，DX 推進指標提出 389 社につい

ては着目企業 24 社中 19 社の 79.2%が，WISDOM-DX

上位 10%と一致した．また，WISDOM-DX 上位 10%の

企業の 9 割は，官公庁や業界団体や出版社から DX に

関する受賞や認定などの実績があり，参考事例となる

DX の取組みが確認された．一致しない主な要因とし

て，質問応答システムの回答量不足，評価対象期間の

制御，他社連携・支援活動の識別に課題があることが

分かった．今後これらの課題を解決して精度向上を図

り，WISDOM-DX の上位企業の事例が有効な参考情報

となるかをサービスの利用者に調査する．その結果を

踏まえ，利用者の入力による評価の多視点化，出力結

果を他の分析ツールと連携，DX 評価・分析のコミュニ

ティの形成など，サービス提供にむけて取り組んで

いく．  
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